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吹田市立青少年クリエイティブセンター条例施行規則 新旧対照表 

    は改正箇所 

旧 新 

 

（利用者登録証の交付等の申請） 

第３条 青少年クリエイティブセンターの施設を個人で使用しようとする者は、あら

かじめ、氏名、性別、生年月日、住所、電話番号及び学校名又は勤務先の名称を記

載した利用者登録証交付申請書を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 青少年クリエイティブセンターの施設を専用使用しようとする者は、あらかじ

め、次に掲げる事項を記載した専用使用許可申請書を教育委員会に提出しなければ

ならない。 

⑴ 申請者の氏名又は名称、住所又は所在地及び電話番号並びに団体にあっては、

担当者の氏名（以下「申請者の氏名等」という。） 

⑵ 使用日時、使用施設、使用附属設備、使用目的及び使用人数（以下「使用日時

等」という。） 

３ 前項の規定による申請は、使用しようとする日（以下「使用日」という。）の前

２月から使用日の前３日までに行わなければならない。ただし、教育委員会が特別

の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（利用者登録証等の交付及び提示） 

第４条  

２    

３ 教育委員会は、専用使用許可申請書を受け付けたときはこれを審査し、管理上必

要があると認めるときは必要な条件を付し、専用使用許可書を交付する。 

４ 利用者登録証又は専用使用許可書の交付を受けた者（以下「使用者」という。）

は、青少年クリエイティブセンターの施設を使用する際にその利用者登録証又は専

用使用許可書を提示しなければならない。 

 

 

 

 

 

（利用者登録証の交付等の申請） 

第３条 青少年クリエイティブセンターの施設を個人で使用しようとする者は、あら

かじめ、利用者登録証交付申請書を教育委員会に提出しなければならない。 

２ 青少年クリエイティブセンターの施設を専用使用しようとする者は、教育委員会

が定めるところにより、公共施設の使用許可に係る情報システム（以下「システ

ム」という。）により使用の許可を申請しなければならない。 

３ 前項の規定による申請（以下「専用使用許可の申請」という。）は、使用日の２

月前の日から使用日の３日前までに行わなければならない。 

４ 前２項の規定にかかわらず、公用で使用する場合その他教育委員会が特別の事情

があると認める場合の専用使用の申請の手続は、教育委員会が定める。 

 

 

 

 

（利用者登録証の交付等） 

第４条  

２    

３ 利用者登録証の交付を受けた者（以下「利用登録者」という。）は、青少年クリ

エイティブセンターの施設を使用する際にその利用者登録証を提示しなければなら

ない。 

 

 

（専用使用の許可等） 

第５条 教育委員会は、専用使用許可の申請を受け付けたときはこれを審査し、管理

上必要があると認めるときは必要な条件を付し、専用使用を許可する。 

 

 

 

－－－－－－－－略－－－－－－－－ －－－－－－－－略－－－－－－－－ 
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（専用使用の期間） 

第５条 青少年クリエイティブセンターの施設を引き続き専用使用できる期間は、３

日間とする。ただし、教育委員会が必要があると認めるときは、この限りでない。 

 

（特別の設備の設置等） 

第６条        －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（専用使用の内容の変更） 

第７条 専用使用許可書の交付を受けた者（以下「専用使用者」という。）は、使用

日時等の変更をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した専用使用内容変更

許可申請書に専用使用許可書を添えて教育委員会に提出し、その許可を受けなけれ

ばならない。 

⑴ 申請者の氏名等 

⑵ 許可を受けた使用日時等並びに変更しようとする事項及びその理由 

２ 教育委員会は、専用使用内容変更許可申請書を受け付けたときはこれを審査し、

許可すべきものと認めるときは必要な条件を付し、専用使用内容変更許可書を交付

する。この場合において、変更によって使用料に不足が生じたときは、直ちに不足

額を納付させるものとする。 

（専用使用の取消し） 

第８条 専用使用者は、青少年クリエイティブセンターの施設の専用使用を取り消そ

うとするときは、遅滞なく次に掲げる事項を記載した専用使用取消届に専用使用許 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定による許可を受けた者（以下「専用使用者」という。）であって、条

例第８条第２項の規定により使用料を納付しなければならないものは、使用日まで

に使用料を納付しなければならない。 

３ 専用使用者は、青少年クリエイティブセンターの施設を使用する際にシステムに

より発行された許可に係る番号等の当該専用使用者であることを証する情報を提示

しなければならない。 

（専用使用の期間） 

第６条 青少年クリエイティブセンターの施設を引き続き専用使用することができる

期間は、３日間とする。ただし、教育委員会が必要があると認めるときは、この限

りでない。 

（特別の設備の設置等） 

第７条        －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（専用使用の内容の変更） 

第８条 専用使用者は、使用附属設備、使用目的及び使用人数の変更をしようとする

ときは、専用使用内容変更許可申請書を教育委員会に提出し、その許可を受けなけ

ればならない。 

２ 教育委員会は、専用使用内容変更許可申請書を受け付けたときはこれを審査し、

管理上必要があると認めるときは必要な条件を付し、専用使用内容変更許可書を交

付する。この場合において、変更によって使用料に不足が生じたときは、直ちに不

足額を納付させるものとする。 

 

 

 

（専用使用の取消し） 

第９条 専用使用者は、青少年クリエイティブセンターの施設の専用使用を取り消そ

うとするときは、遅滞なく専用使用取消届に教育委員会が必要と認める書類を添え 
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可書又は専用使用内容変更許可書を添えて教育委員会に提出しなければならない。 

⑴ 申請者の氏名等 

⑵ 許可を受けた使用日時等 

⑶ 取消しの理由 

（使用料の減額又は免除） 

第９条        －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

２ 使用料の減額又は免除を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した使用料

減額・免除申請書を専用使用許可申請書に添付しなければならない。 

⑴ 申請者の氏名等 

⑵ 使用日時等 

⑶ 減額又は免除の理由 

（使用料の還付） 

第１０条 条例第８条第４項ただし書の規定により使用料の還付を行う場合及びその

割合は、次のとおりとする。 

⑴ 専用使用者の責めに帰することのできない理由によって専用使用することがで

きない場合 既納使用料の１０割 

⑵ 専用使用者が使用日前７日までに専用使用取消届を提出した場合 既納使用料

の５割 

⑶ 専用使用者が使用日前７日までに専用使用内容変更許可申請書を提出し、教育

委員会が許可した場合において既納の使用料に過納が生じたとき 過納金の５割 

２ 使用料の還付を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した使用料還付申請

書に専用使用許可書及び専用使用内容変更許可書又は専用使用取消届を添えて教育

委員会に提出しなければならない。 

⑴ 申請者の氏名等 

⑵ 許可を受けた使用日時等 

 

 

 

 

て教育委員会に提出しなければならない。この場合において、未納の使用料がある

ときは、専用使用者は、当該届出の際にこれを納付しなければならない。 

 

 

（使用料の減額又は免除） 

第１０条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

２ 使用料の減額又は免除を受けようとする者は、専用使用許可の申請をするとき

に、使用料減額・免除申請書を教育委員会に提出しなければならない。 

 

 

 

（使用料の還付及び充当） 

第１１条 条例第８条第４項ただし書の規定により使用料の還付を行う場合及びその

額は、次のとおりとする。 

⑴ 専用使用者の責めに帰することのできない理由によって専用使用することがで

きない場合 既納使用料の額 

⑵ 専用使用者が専用使用取消届の提出と同時に当該取消しに係る使用と異なる専

用使用許可の申請（以下「振替申請」という。）をし、教育委員会が許可した場

合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

ア 振替申請に係る使用料の額（以下「振替後使用料の額」という。）が既納使

用料の額以上である場合 既納使用料の額 

イ 振替後使用料の額が既納使用料の額未満である場合（使用日の７日前までに

使用取消届を提出した場合に限る。） 振替後使用料の額に既納使用料の額か

ら振替後使用料の額を控除した額の２分の１に相当する額を加えた額 

ウ 振替後使用料の額が既納使用料の額未満である場合（イに掲げる場合を除

く。） 振替後使用料の額 
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（使用者の守るべき事項） 

第１１条 使用者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

⑴  

          －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

⑷  

 

（入室の要求） 

第１２条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（使用後の点検） 

第１３条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（損傷等の届出） 

第１４条 使用者は、施設又は附属設備を損傷し、又は亡失したときは、直ちに教育

委員会に届け出てその指示を受けなければならない。 

 

 

 

 

（申請書等の様式） 

第１５条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（委任） 

 

 

⑶ 専用使用者が使用日の７日前までに専用使用取消届を提出した場合（前号ア及

びイに掲げる場合を除く。） 既納使用料の額に２分の１を乗じて得た額 

２ 使用料の還付を受けようとする者は、使用料還付申請書に教育委員会が必要と認

める書類を添えて教育委員会に提出しなければならない。 

３ 第１項第２号の場合においては、還付する使用料を振替申請に係る使用料に充当

することができる。 

（使用者の守るべき事項） 

第１２条 利用登録者及び専用使用者（以下「使用者」という。）は、次に掲げる事

項を守らなければならない。 

⑴  

          －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

⑷  

（入室の要求） 

第１３条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（使用後の点検） 

第１４条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（損傷等の届出） 

第１５条 使用者は、施設又は附属設備等を損傷し、又は亡失したときは、直ちに教

育委員会に届け出てその指示を受けなければならない。 

（不正使用等に対する措置） 

第１６条 教育委員会は、専用使用者がシステムを不正に利用し、又は条例及びこの

規則の規定に違反したときは、別に定める基準により、システムの利用を停止する

ことができる。 

（申請書等の様式） 

第１７条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

（委任） 

 

 

～ 

～ 
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第１６条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

 

 

第１８条       －－－－－－－－略－－－－－－－－ 

 

 


